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研究成果の概要（和文）：催告解除は、債権者を迅速に契約から解放する方法として認められた

救済手段である。それゆえ、評価的な要件を催告解除の要件とすることは、同条による解除の

本質に反する。また、なされた給付が契約に従ったものではない場合に、債権者は、催告解除

によってなされた給付を債務者に受け戻すことはできない。なぜなら、その場合にもなされた

給付が債権者にとっていかなる意味を有するかが問題となるからである。 

 
研究成果の概要（英文）：Notification released, is a remedy that was recognized as a way to 

release from the contract quickly creditors. Therefore, it is contrary to the essence of the 

notification released, if evaluating requirements are required in the release. In addition, in 

cases of defective performance, creditors will be able to return the debtor benefits made by 

the notification released. Because in that case it is important whether creditors have 

interests in benefits made. 
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１．研究開始当初の背景 

 

 研究の開始当初、現在進行している債権法

改正を念頭において、民法５４１条が規定し

ている催告解除を解除法の中においてどの

ように位置づけるべきかという議論がなさ

れていた。その議論においては、催告解除を

利益消滅を主たる要素とする重大な契約違

反の一類型として位置づけようとする考え

方が主流を占めていた。 

 しかし、この考え方による場合には、一部

給付や不完全履行のケースにおいて、設定さ

れた期間内に履行あるいは追完がなされな

い限り、債権者は、契約を解除し、なされた

給付を債務者に受け戻すことができること

となる。もっとも、このような結論は、これ

までの一部給付や不完全履行の事案におけ

る判例の理解とは一致しない。そうであるな
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らば、催告解除を重大な契約違反の一類型と

して位置づけることは適切でないのではな

かろうかとの疑問を抱くようになった。 

 そこで、このような問題意識から、そもそ

も催告解除が如何なる機能を果たしうるの

か、そして、そのような催告解除の機能から

催告解除が解除法の中においてどのように

位置づけられるかを検討しようと考えた。 

 

２．研究の目的 

 

（１） 本研究以前の研究成果 

 

 本研究以前に、解除に債務者の帰責事由を

要するか、という問題を検討した。近時、国

際取引に関する法制度が解除の債務者の帰

責事由を要件としていないことから、わが国

においても解除に債務者の帰責事由を要し

ないとする見解が有力に主張されているが、

それではこれまで何故解除に債務者の帰責

事由を要すると考えられてきたのかを解除

法の発展の歴史から検討した。 

その検討を通して以下の催告解除につい

て以下の示唆を得た。 

催告解除は、利益消滅に基づく解除の不都

合を解決するために認められた救済手段で

ある。利益消滅に基づく解除は、解除に時間

を要し、迅速な代替取引の必要性がある商取

引には適合せず、また、利益消滅の証明にお

いて、企業秘密が漏えいするおそれがあるな

どの問題点があった。そこで、このような不

都合を解消し、商取引において簡易迅速に債

権者を契約関係から解放する手段として認

められた解除方法であり、そのような催告解

除の発展史から、催告解除を重大な契約違反

の一類型として理解することはできないと

の示唆を得ていた。 

 

（２） 従来の研究成果と本研究の目的 

 

 もちろん、右の催告解除に関する示唆は、

歴史的な問題であり、催告解除が導入された

ドイツ民法典において実際に催告解除がど

のような機能を果たしてきたか、あるいは果

たしているかは別な問題である。そこで、本

研究は、右の催告解除の発展史の分析から得

られた催告解除の機能に関する示唆をもと

に、ドイツ民法典施行後のドイツにおいて、

催告解除が実際に如何なる機能を果たして

きたのか、あるいは果たしているのかを分析

しようとするものである。 

また、催告解除あるいはそれと類似する制

度を有する法秩序は、ドイツに限られない。

そこで、ドイツと同じく催告解除制度を有す

るスイスやオーストリア、あるいは催告解除

と類似する解除制度を有する英米法、そして

催告解除制度を規定する近時の国際取引に

関する法制度において、催告解除がどのよう

に機能しているかをもあわせて検討するこ

とにより、催告解除の機能をより深く分析し

ようとするものである。 

 

３．研究の方法 

 

 本研究では、ドイツ法、スイス法、オース

トリア法における判例分析や催告解除に関

する文献を通して催告解除が実際にどのよ

うに機能しているかを分析した。 

また、催告解除と類似する制度を有する英

米法においてその制度がどのような機能を

果たしているかを判例分析や文献を通して

分析した。 

さらに、近時の国際取引に関する法制度に

関する文献を通してそこで催告解除がどの

ように機能しているかを分析した。 

 

４．研究成果 

 

（１） 本研究それ自体から得られた研究成

果 

 

 催告解除あるいはそれに類似する制度を

有する諸外国および国際取引に関する法制

度の比較法的な検討から、催告解除について

次の示唆を得た。 

 

①一部給付や不完全履行の事案においても、

催告解除が認められる。 

②しかし、その場合に催告解除によって認め

られるのは、債権者をなされていない給付、

すなわち、追完を待つことから解放すること、

言い換えるならば、設定された期間後に提供

された追完を拒絶すること、および債権者が

した給付の返還を請求できることである。 

③催告解除によって債権者がなされた給付

を債務者に受け戻すことは認められない。な

ぜなら、一部給付や不完全履行の事案におい

ては、なされた給付が債権者にとって有する

意味が、とりわけ債権者が損害賠償請求で満

足できないか、ということが問題とされるか

らである。 

④一部給付や不完全履行の事案において、債

権者による給付の受け戻しが認められるの

は、債権者にとって給付に対する利益が消滅

した場合である。 

⑤以上のような催告解除の機能は、ドイツ法

と同じく催告解除制度を有するスイス法や

オーストリア法における催告解除において

も同じである。また、催告解除と類似する制

度を有する英米法においても、その制度が有

している機能は、ドイツ法の催告解除と同様

である。さらに、ウイーン国連売買条約、ヨ

ーロッパ契約法原則あるいはユニドロワ国

際商事契約原則における催告解除もドイツ



法における催告解除と同じ機能を有してい

る。 

 

（２） 本研究および本研究以前の研究成果

を通しての全体的な研究成果 

 

 以上のような本研究の研究成果と、本研究

以前の催告解除の発展史の研究成果を合わ

せて考えることによって、催告解除について

次の示唆を得た。 

 

①催告解除は、債権者を簡易迅速な手続によ

って契約関係から解放するために認められ

た救済手段である。 

②それゆえ、催告解除の要件は、比較的明確

であることを要し、たとえば、利益消滅や重

大な契約違反などのような評価的な要素を

催告解除の要件として取り入れることは、催

告解除の本来の機能を著しく減殺するおそ

れがあり、適切ではない。 

③そのため、現在進んでいる債権法改正にお

いて示されている催告解除案におけるよう

に、抗弁事由としてであっても、重大な不履

行を催告解除の要件とすることは誤りであ

る。 

④一部給付や不完全履行の事案のように、な

された給付が債権者にとっていかなる意味

を有するかを考慮しなければならないよう

な場合には、催告解除は認めるべきではない。

なぜなら、なされた給付が債権者にとってい

かなる意味を有するかが問われなければな

らないからである。また、それは、これまで

の判例あるいは裁判例の理解であった。 

⑤以上のように、重大な不履行に基づく解除

の一類型として催告解除をとらえることは、

法史的な観点からも、実際の適用からも誤り

であって、かりに催告解除を重大な不履行に

基づく解除の一類型として位置づけるなら

ば、それは、重大な不履行概念の無用な混乱

をもたらすおそれがあり、それは避けること

が望ましい。 

 

（３） 本研究の重要性 

 

 本研究の重要性については、これまで述べ

てきたことから明らかであり、現在進んでい

る債権法改正における解除制度の改正に重

要な示唆を与えるものということができる。 

 近時示された債権法の改正試案によれば、

債権者は、債務者の不履行において、契約を

解除することができ、ただし、その不履行が

重大でない場合には、解除ができないとの案

が示されている。 

しかし、この試案では、重大な不履行が抗

弁事由とされているため、不履行が重大か否

かが争われた場合には、裁判において判断さ

れることとなるため、簡易迅速な解除方法と

しての催告解除の機能は著しく減殺されざ

るを得ない。また、試案が重大な不履行を抗

弁事由として導入するのは、不完全履行の事

案における不都合を考えてのものであるが、

本研究の成果によれば、催告解除にはそもそ

もなされた給付を受け戻す機能はないので

あり、このような視点が委員会の議論ではま

ったく見過ごされている。 

以上のように、本研究で得られた催告解除

の機能に関する示唆については、このたびの

債権法改正の議論の中で必ずしも意識され

ていないものが多い。こうした点からも本研

究の成果は、今後の債権法改正の議論におい

て重要性を有するということができる。 

 

（４） 今後の展望 

 

 本研究は、催告解除の機能を分析してきた。

しかし、催告解除制度を解除制度の中でどの

ように位置づけるべきかという問題を考え

る際には、そもそも解除制度とは、如何なる

制度なのか、という問題を考えなければなら

ない。また、債権法改正の提案において、解

除原因を統一的に把握することが提唱され

ているが、そもそも解除原因を統一的に捉え

ることが可能なのか、またそのような一般的

な解除原因を想定する必要があるのか、とい

う問題も検討する必要がある。 

このような解除制度一般に関する問題に

ついては、今後の研究課題として取り組んで

いく。 
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